
 
 
 
 

１ 京都市民長寿すこやかプランの位置付け 

 
（１）高齢者保健福祉計画とは 
 

高齢者保健福祉計画は，老人福祉法第２０条の８により，市町村における策

定が規定されている計画です。計画に定める事項としては，元気な高齢者への

健康づくりや生きがいづくり，ひとり暮らし高齢者への生活支援をはじめ，寝

たきりや認知症，要介護状態になることを予防するサービスの提供，さらには

要介護高齢者への介護サービスの提供など，本市に暮らす高齢者を対象とした

保健サービスや福祉サービス全般にわたる供給体制づくりなどについて定め

ることとされています。 

 
 
（２）介護保険事業計画とは 
 

介護保険事業計画は，介護保険法第１１７条により，市町村における策定が

規定されている計画です。計画に定める事項としては，地域における介護サー

ビスの必要量を見込み，それを確保するための方策や保険料算定の基礎となる

財政規模のほか，介護保険を円滑に運営するために必要な事業等について定め

ることとされています。 

 
 
（３）京都市民長寿すこやかプランとは 
 

高齢者保健福祉計画は，高齢者福祉事業全般にわたる供給体制づくりなどに

ついて定めるものであり，介護保険事業計画の内容を包含するものです。また，

老人福祉法及び介護保険法では，これら２つの計画を一体的に策定することと

されており，本市においては両計画を調和のとれた計画とするため，「京都市

民長寿すこやかプラン」として一体的に策定しています。 

さらに，この計画は，「安らぎのあるくらしと華やぎのあるまち」を目指し

た京都市基本構想を受け，その具体化のために全市的観点から取り組む主要な

施策を示した「京都市基本計画」（平成２２年１２月策定）の分野別計画のひ

とつとして，整合を図り策定しています。 

 
 

第 1 京都市民長寿すこやかプランについて 



平成 26 年度までの目標設定 

平成 18～20 年度 平成 21～23 年度 

平成 24～26 年度 平成 27～29 年度 

高齢化が本格化する平成 27 年度以降における地域

包括ケアの構築を見据えた新たな視点での取組 

平成 30～33 年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 計画の期間 

 
  第５期の計画期間は，平成２４年度から２６年度までの３年間です。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京都市基本構想 

２１世紀の京都のまちづくりの方針を 

理念的に示す長期構想（2001～2025 年） 

京都市基本計画 

（はばたけ未来へ！京プラン） 
各区基本計画 

基本構想の具体化のために全市的観

点から取り組む主要な政策を示す計

画（2011～2020 年度） 

 

基本構想に基づく各区の個性を生

かした魅力ある地域づくりの指針

となる計画（2011～2020 年度）

重点戦略及び行政経営の大綱を推進する

ための計画（2012～2015 年度） 

実施計画 

 

京都市民長寿すこやかプラン 

（京都市高齢者保健福祉計画・京都市介護保険事業計画） 

【プランの位置づけ】 

第３期計画 第４期計画 

第５期計画 

第６期計画 第７期計画 



３ 第５期プランの策定方法 

 
■ 京都市民長寿すこやかプラン推進協議会 

  市民公募委員をはじめ，保健，医療，福祉の関係者による「京都市民長

寿すこやかプラン推進協議会」において，計画の内容等の協議を行ってい

ます。 

 
■ 市民参加 
  京都市民長寿すこやかプラン推進協議会への市民参加や公開を実施してい

ます。 

  平成２２年度に１万人を超える市民を対象としたアンケートを実施し，計

画策定のための基礎資料として活用しています。また，この第５期プランの中

間報告に関する市民説明会を開催するとともに，市民の皆様からいただいたご

意見・ご提言を第５期プランに反映します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

１ 京都市の高齢者の現況 

 

（１）総人口と高齢化率の推移 
 

本市の近年における総人口及び高齢者等の推移をみると，総人口は減少

傾向にあります。しかし，６５歳以上の高齢者人口は増加し続けており，

平成２３年では３４１，５１８人と平成１７年より約４万９千人増加し，

高齢化率についても平成２３年は２３．２％と，平成１７年より３．３ポ

イント増加しています。 

 
■ 総人口及び高齢者人口等の推移 

  昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 23 年

総人口 1,479,218 1,461,103 1,463,822 1,467,785 1,474,811 1,474,015 1,473,416

 40～ 

64 歳 

人口 436,567 483,235 488,352 473,428 468,904 463,599 482,001

構成比 29.5% 33.1% 33.4% 32.3% 31.8% 31.5% 32.7%

65 歳 

以上 

人口 168,417 184,959 213,403 252,963 292,927 330,047 341,518

構成比 11.4% 12.7% 14.6% 17.2% 19.9% 23.0% 23.2%

 
65～

74 歳 

人口 100,302 103,036 121,917 144,932 160,045 173,738 174,667

構成比 6.8% 7.1% 8.3% 9.9% 10.9% 12.0% 11.9%

 
75 歳

以上 

人口 68,115 81,923 91,486 108,031 132,882 156,309 166,851

構成比 4.6% 5.6% 6.2% 7.4% 9.0% 11.0% 11.3%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 高齢者の現況及び今後の高齢者人口等の見通し 

資料：国勢調査（昭和 60 年～平成 22 年） 

推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計担当（平成 23 年 10 月） 

（単位：人） 



■ 行政区別高齢化率（平成２３年） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）世帯の状況 
「６５歳以上の世帯員のいる一般世帯」の内訳をみると，「単身世帯」「夫婦

のみの世帯」などの世帯数の増加が見られます。また，「親と子のみの世帯」

数についても近年，増加傾向にあります。 
 

■ 一般世帯及び高齢者世帯数の推移 

  昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成12年 平成17年 平成22年

一般世帯数 533,474 546,157 579,369 610,665 641,455 680,634

  

６５歳以上の世帯

員のいる一般世帯 

世帯数 125,489 135,264 153,209 178,731 201,924 224,635

構成比 23.5% 24.8% 26.4% 29.3% 31.5% 33.0%

 

単身世帯 
世帯数 22,892 29,616 37,737 51,198 60,714 70,738

構成比 18.2% 21.9% 24.6% 28.6% 30.1% 31.5%

夫婦のみの

世帯 

世帯数 27,334 32,060 39,856 49,164 57,448 64,730

構成比 21.8% 23.7% 26.0% 27.5% 28.5% 28.8%

親 と 子 の み

の世帯 

世帯数 21,969 24,284 29,351 36,571 45,144 54,124

構成比 17.5% 18.0% 19.2% 20.5% 22.4% 24.1%

三世代世帯 
世帯数 38,584 33,791 30,105 24,855 26,337 22,046

構成比 30.7% 25.0% 19.6% 13.9% 13.0% 9.8%

そ の 他の 世

帯 

世帯数 14,710 15,513 16,160 16,943 12,281 12,997

構成比 11.7% 11.5% 10.5% 9.5% 6.1% 5.8%

1 世帯当たり平均人員 2.77 人 2.65 人 2.5 人 2.37 人 2.28 人 2.17 人

 資料：国勢調査

      資料：推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計担当（平成 23 年 10 月）

       端数処理のため，合計の割合は一致しないことがある 

（単位：世帯）



２ 京都市における今後の高齢者人口等の見通し 

 

 

 

 

平成２４年から，いわゆる「団塊の世代」（昭和２２年～昭和２４年生まれ

の世代）が順次６５歳を迎えられ，今後とも高齢化が進展する中，社会の活力

を維持・増進していくためには，高齢者が社会の担い手の一員として，これま

で培ってこられた経験や知識を十分に生かすとともに，多世代の活発な交流を

図りながら，可能な限り社会参加し続けられるよう支援することが必要です。 

本市における高齢化率（総人口に占める高齢者人口の割合）は，平成２５年

度に２５％を超え，４人に１人が高齢者になると予測されます。 

また，高齢者人口は，平成２６年度には３７万人を超えると推計されます。 

 
 

■ 総人口及び高齢者人口の推移及び今後の推計 

  平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年

総人口 1,474,015 1,473,416 1,459,516 1,455,986 1,452,456 1,448,926 1,443,651 1,438,376

  40～ 

64 歳 

人口 463,599 482,001 459,339 457,052 454,766 452,479 453,832 455,185

構成比 31.5% 32.7% 31.5% 31.4% 31.3% 31.2% 31.4% 31.6%

65 歳 

以上 

人口 330,047 341,518 356,233 366,139 376,044 385,950 388,048 390,146

構成比 23.0% 23.2% 24.4% 25.1% 25.9% 26.6% 26.9% 27.1%

 
65～

74 歳 

人口 173,738 174,667 184,929 189,914 194,899 199,884 196,617 193,350

構成比 12.0% 11.9% 12.7% 13.0% 13.4% 13.8% 13.6% 13.4%

 
75 歳

以上 

人口 156,309 166,851 171,304 176,225 181,145 186,066 191,431 196,796

構成比 11.0% 11.3% 11.7% 12.1% 12.5% 12.8% 13.3% 13.7%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「団塊の世代」が高齢期を迎え，４人に１人が高齢者となる見込みです。

資料：国勢調査（平成 22 年） 

推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計担当（平成 23 年 10 月） 

平成 24 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村別将来人口（平成 20 年 12 月推計）」

（単位：人）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

  ６５歳以上人口の増加に伴い，要支援・要介護認定者数も増加が見込まれ

ます。平成２６年度における要支援・要介護認定者数は，7 万３千人を超え，

平成２３年度と比較し約 6 千人増加する見込みです。 
 

 ■ 要支援・要介護認定者数の推移及び今後の推計 
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資料：国勢調査（平成 22 年） 

推計人口 京都市総合企画局情報化推進室情報統計担当（平成 23 年 10 月） 

平成 24 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村別将来人口（平成 20 年 12 月推計）」

資料：京都市保健福祉局長寿社会部介護保険課

（２）要支援・要介護認定者数は約６千人増加する見込みです。 



 
 
   平成２２年１０月現在の本市におけるひとり暮らし高齢者世帯数は，

７０，７３８世帯となっています。 

   地域から孤立しがちなひとり暮らし高齢者等が増加する中，ひとり暮ら

し高齢者等の地域における見守りや支援がますます重要となっています。 
 
 ■ 本市における高齢者のいる世帯数の推移 
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   また，本市の要支援・要介護認定者における認知症高齢者数（「認知症

高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数）は，平成１８年度から平

成２２年度にかけて約１．４倍となる見込みであり，今後更なる増加が

予測されます。 

 ■ 本市の要支援・要介護認定者数における認知症高齢者数（「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数） 
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（３）ひとり暮らしの高齢者世帯や認知症高齢者の増加が見込まれます。 

  資料：国勢調査

 ※ 各年度 10月時点の数値            

                       資料：京都市保健福祉局長寿社会部介護保険課 



 
 
 

１ 第４期プランの重点課題ごとの取組状況 

 
第４期京都市民長寿すこやかプランでは，６つの重点課題を柱に，１８６の

施策・事業（うち，新規３１）を掲げ，全ての施策・事業に着手し，計画の    

推進を図ってきました。第４期プランにおける重点課題ごとの主な施策の取組

状況は，次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 基盤整備の状況  数値目標あり 

 平成２１年度 平成２２年度 

 進捗率  進捗率 

介護老人福祉施設 
６２施設

（４，４９６人分） ９８．１％

（目標：４，５８５人分）

６３施設 

（４，５７１分） ９８．０％

（目標：４，６６４人分）
 

地域密着型介護

老人福祉施設 

５施設

（１０７人分）

５施設 

（１０７人分） 

介護老人保健施設 

（介護療養型老人保健施設を含む） 

３４施設

（３，５７１人分）

９９．１％

（目標：３，６０３人分）

３５施設 

（３，６３１人分） 

９９．２％

（目標：３，６６１人分）

認知症高齢者グループ

ホーム 

４８施設

（６０４人分）

８５．９％

（目標：７０３人分）

５４施設 

（７０３人分） 

８３．０％

（目標：８４７人分）

   ※ 記載している目標は，第４期プランで掲げた整備等目標数である。 

   参考 小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

平成２１年度 平成２２年度 

２３施設（５７１人分） ２８施設（６９６人分） 

 

第３ 第４期プランの取組状況と課題 

■ 重点課題１：認知症をはじめとする要援護高齢者及びその家族の生活支援 

 

取組状況と課題の概況 

◇ 介護サービス基盤については着実に整備を進めているところであり，また，

認知症高齢者対策や権利擁護に関する取組も着実に推進しています。 

◇ しかし，在宅ケア体制の充実（医療機関と福祉分野の連携等）については，

今後，更に取組を推進する必要があります。 

（各年度末） 

（各年度末） 



 

○ 緊急時に対応するサービスの実施 

 平成２１年度 平成２２年度 

緊急通報システム設置台数 １１，０６３台 １０，７８３台

短期入所生活介護緊急利用者数 ７０５人 ７５１人

 

○ 家族への介護用品の給付 

 平成２１年度 平成２２年度 

申請者数 ２，２９３人 ２，５５４人

給付件数 ９３，５９６件 １０７，７４２件

 

○ 認知症あんしん京（みやこ）づくり推進事業の実施  数値目標あり 

 平成２１年度 平成２２年度 

認知症あんしんサポーター養成者数 ２１，７８８人 ２８，９２０人

 進捗率 ４３．６％ ５７．８％

認知症あんしんサポートリーダー登録者数 １，５３０人 １，６９７人

   ※ 認知症あんしんサポーターについては，平成２６年度末までに５０，０００人の 

    養成を目標数としている。 

 

○ 長寿すこやかセンターにおける権利擁護相談（弁護士による専門相談） 

平成２１年度 平成２２年度 

５１件（４件） ６７件（４７件）

 

○ 市長による後見等開始の申立て 

平成２１年度 平成２２年度 

１８件 ３９件

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 地域包括支援センターへの相談 

平成２１年度 平成２２年度 

２３５，００７件 ２３９，２０３件

 

○ 特定高齢者向け介護予防サービス参加者  数値目標あり 

 平成２１年度 平成２２年度 

 参加割合  参加割合 

参加者数 ７４７人 １３．３％

（目標：１０％）

７３５人 １３．２％

（目標：１４％）対象者数 ５，５９９人 ５，５８４人 

   ※ 記載している目標は，第４期プランにおいて設定したものである。 

 

○ 一般高齢者向け介護予防普及啓発のための教室 

平成２１年度 平成２２年度 

３，９７５回 ５，１４９回

 

○ 健康すこやか学級の実施 

 平成２１年度 平成２２年度 

実施回数 ３，９８８回 ４，２１５回

利用者数 ９３，６５７人 ９７，６０５人

 

 

 
 
 
 
 
 

■ 重点課題２：総合的な介護予防の推進 

 

取組状況と課題の概況 

◇ 地域包括支援センターにおける相談件数は年間約２４万件に上っており，

地域の総合相談窓口として，一定の機能を果たしています。 

◇ 今後，高齢者や要介護認定者の増加に鑑み，介護予防サービスの提供を 

 更に促進し，介護予防の推進を図っていくことが必要となっています。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 地域保健の推進 

   平成２１年度 平成２２年度 

集団健康教室 
実施回数 １３３回 １１１回

参加者数 ２，２０７人 ２，２７４人

健康づくり出前教室 
実施回数 ２１７回 ２０１回

参加者数 ５，６６９人 ５，４９４人

 

○ 敬老乗車証の交付 

 平成２１年度 平成２２年度 

交付者数 １１９，０７６人 １２０，９７８人

 

○ 老人クラブ活動の活性化に対する支援 

 平成２１年度 平成２２年度 

クラブ数 １，１３２クラブ １，１２６クラブ

会員数 ６２，９９８人 ６１，５８７人

 

○ 保養の場の提供 

 平成２１年度 平成２２年度 

老人保養センター利用者数 ５９，７９３人 ５６，６８６人

久多いきいきセンター利用者数 ４，２２１人 ３，８６５人

 

 

■ 重点課題３：健康増進・生きがいづくりの推進 

 

取組状況と課題の概況 

◇ 健康教室をはじめとする各種取組を継続して進めるとともに，敬老乗車証

の交付や老人クラブに対する支援を引き続き実施しました。 

◇ 平成２２年度から新たに知恵シルバーセンターを整備したことから，利用

促進を図るとともに，今後，高齢者が増加することに鑑み，高齢者がいきい

きと活躍できる環境づくりを一層進めていく必要があります。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 「京（みやこ）・地域福祉推進指針」の推進 

 平成２１年度 平成２２年度 

京・地域福祉パイロット事業の申請団体数 ２０団体 ２９団体

 

○ ボランティア活動や市民福祉活動等の推進 

 平成２１年度 平成２２年度 

市ボランティ

アセンター 

利用者数 １００，２２０人 １０７，１９７人

ホームページアクセス件数 ９１，４３５件 ６５，５２０件

講座・研修の参加者数 ６６６人 ５７１人

市民活動セン

ター 

利用者数 １４６，０７２人 １５５，６７４人

ホームページアクセス件数 ２０４，２９２件 ２１１，２３５件

講座・研修の参加者数 ７２１人 ６８３人

 

○ ひとり暮らし高齢者の把握・援助  数値目標あり 

 平成２１年度 平成２２年度 

老人福祉員による訪問件数（月間） ２８，２０３件 ３０，０４２件

老人福祉員定員数（※１） １，２１４人 １，３１４人

一人暮らしお年寄り見守りサポーター登録者数（※２） ９８７人 ２，２９２人

 進捗率 ９．９％ ２２．９％

※１ ひとり暮らし高齢者の把握・援助の充実のため，老人福祉員を６年ぶりに１００人 

  増員した（平成２２年度）。  

※２ 平成２３年度末までに一人暮らしお年寄り見守りサポーター１０，０００人の登録

を目標値として設定している。 

■ 重点課題４：地域における総合的・継続的な支援体制の整備 

 

取組状況と課題の概況 

◇ 地域密着型サービスの着実な基盤整備や，地域包括支援センターを中心と

した地域ケア関係機関相互のネットワーク化を進め，身近な地域におけるケ

ア体制の充実に取り組みました。 

◇ また，老人福祉員の増員や一人暮らしお年寄り見守りサポーターの養成を

新たに開始するなど，一人暮らし高齢者への支援体制の充実を進めています。

◇ 今後も引き続き，地域密着型サービスの基盤整備を進めるとともに，地域

ケアの充実に向け，ボランティア活動や市民福祉活動等の促進について，関

係機関と連携し，更なる充実を図っていくことが必要です。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 介護相談員派遣事業の実施 

 平成２１年度 平成２２年度 

相談員数 ２７人 ２７人

派遣箇所数 ２８箇所 ３２箇所

 

○ 介護保険料の徴収 

 平成２１年度 平成２２年度 

徴収率 ９８．０１％ ９８．１８％

 
特別徴収 １００％ １００％

普通徴収 ８５．７８％ ８５．４０％

滞納処分（差押え） 
財産調査 ９６４件 １，０２６件

滞納処分 ４２件 ５１件

低所得者に対する本市独自減額適用実績 ９２４件 ９１１件

 

○ 京・福祉の研修情報ネット事業の実施（２１年１１月から運用開始） 

 平成２１年度 平成２２年度 

アクセス件数 １８，０９４件 ５１，８８５件

 

 

 
 
 
 
 

■ 重点課題５：介護保険事業の適正かつ円滑な運営 

 

取組状況と課題の概況 

◇ 関係団体との連携の下，各種研修を実施し，介護サービスの質的向上を

図るとともに，事業者への指導等を行うことにより，介護保険給付の適正

化を図っています。 

◇ 今後も，介護ニーズの増加が予測されるため，引き続き介護従事者の育

成及び確保を支援するとともに，介護給付費の適正化など，介護保険事業

が円滑に運営されるよう図ることが必要です。 



 
 
 
 

 

 

 

 

 

○ 敬老記念品贈呈事業の実施 

 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

対象者数 ３１９人 ３１８人 ３６１人

 

○ 老人福祉センター（１７センター）及び老人いこいの家（５箇所）と児童館及び小

学校等との世代間交流事業の実施 

平成２１年度 平成２２年度 

１６施設（実施率：７２．７％） １８施設（実施率：８１．８％）

 

○ 啓発の場となる総合福祉イベント「市民すこやかフェア」の実施 

 平成２１年度 平成２２年度 

市民すこやかフェア来場者数 ２２，０００人 ２０，０００人

 

○ 地域の安心安全ネットワーク形成事業 

平成２１年度 平成２２年度 

１９２学区 ２２７学区

 

○ 応急手当の普及・啓発 

 平成２１年度 平成２２年度 

救命講習修了者数 ３１，３９７人 ３４，７６４人

保健福祉関係者対象

の講習会 

開催回数 １２９回 １７７回

受講者数 ２，２１０人 ３，００７人

市内におけるＡＥＤ設置台数 １，７８３台 ２，３０８台

 

○ 市民との協働による消費者啓発 

 平成２１年度 平成２２年度 

「くらしのみはりたい」登録者数 １，６８７人 ２，２７４人

■ 重点課題６：誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進 

 

取組状況と課題の概況 

◇ 世代間交流の重要性について啓発等に取り組んでいます。また，交通安全や

消費者問題に関する啓発や相談事業，教室の開催などにも取り組んでいます。

◇ 改正高齢者住まい法を踏まえ，住宅部局とも連携し，高齢者の住まいに関す

る施策の検討を進めていく必要があります。 



２ 介護保険事業の実施状況 

 
（１）第１号被保険者数の推移 

本市の第１号被保険者数については，増加傾向で推移しており，平成２３年４

月現在で３３０，００４人と，介護保険制度が施行された平成１２年４月現在の

２４７，５８８人と比べ，約１．３倍の増加となっています。 
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（２）要支援・要介護認定者数及び出現率の推移 

要支援・要介護認定者数については，第１号被保険者数の増加に伴い増加し

続けています。平成２３年４月の要支援・要介護認定者数は６４，８７１人と 

なっており，平成１２年４月と比べ，約２．４倍の増加となっています。 

また，平成２３年４月の第１号被保険者数に占める要支援・要介護認定者の

出現率は，１９．１９％となっており，平成１２年 4 月と比べ，約１．８倍

の増加となっています。 
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（３）介護保険サービスの利用状況 

  介護サービス利用者数の推移については，「居宅サービス利用者数」「居住系

サービス利用者数」「施設サービス利用者数」ともに伸びています。特に，「居

住系サービス利用者数」及び「居宅サービス利用者数」の伸びが大きく，平成

１２年４月現在と比べ，「居住系サービス利用者数」については約１４．０倍，

「居宅サービス利用者数」については約２．５倍の増加となっています。 
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（４）保険給付費の推移 

  保険給付費については，要支援・要介護認定者数の増加に伴うサービス利

用者の増加に伴い増加し続けています。平成２２年度の保険給付費実績は

９０，８８１百万円となっており，平成１２年度の４４，５９６百万円と

比べ，約２．０倍となっています。 
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３ 課題 

 

 千二百年を超える悠久の歴史を積み重ねてきた京都市は，住民自治の伝統

や支え合いの精神に基づき，自治会，町内会その他の地域住民の組織する団

体が中心となって，京都ならではの地域の絆を深めてきました。 

 また，阪神・淡路大震災を契機として，地域コミュニティの重要性やボラ

ンティアの存在がクローズアップされ，福祉や環境など様々な分野において，

ＮＰＯ（民間非営利組織）等の新たな主体による活動も活発となりました。 

 このような状況下において，平成２３年３月１１日に東日本大震災が発生

し，多くの尊い人命が失われましたが，その半数以上は６５歳以上の高齢者

でした。その一方で，支え合い意識の強い地域や，日頃から地域との交流の

ある高齢者施設では，避難や救助などにおいて，地域住民同士，また介護職

員と地域住民とが連携・協力した結果，多くの高齢者の命が救われたことが

確認されています。 

 この未曽有の大災害から，私たちは，日頃からの地域とのつながりが重要

であることを強く再認識したところであり，地域の絆や地域力をより強固に

することが高齢者福祉施策・事業を構築していくうえでの前提であるとの考

えの下，次の課題に対応する取組を進める必要があります。 

 

 
（１）認知症高齢者が地域で暮らし続ける支援の充実 

  高齢化の進展に伴い，認知症高齢者の増加が見込まれますが，認知症のある

高齢者は一般に環境の変化にとまどいがちと言われているため，住み慣れた

地域で暮らし続けられるような配慮が必要です。 

  そのため，認知症支援の取組として，認知症の早期発見に向けた取組を進

めるとともに，身近な地域において認知症高齢者に対して声かけや見守りが

行われるよう地域の認知症理解を促進することが重要です。 

  また実態調査結果で認知度が低い結果が出ている成年後見制度の普及，啓

発や利用支援についても推進し，認知症になっても安心して暮らし続けられ

るよう多様な面から取り組んでいく必要があります。 

 

 

（２）心身ともに健やかな高齢期を過ごせる環境づくり 

本市では，健康教室・健康相談の実施，栄養改善・歯科相談など高齢者の

健康づくりをはじめ，介護予防サービスの提供や，高齢となっても多様な社

会参加が行えるよう，敬老乗車証の交付，老人クラブ活動支援などの生きが

いづくりの推進を行っていますが，実態調査結果においては，介護予防に  



ついて「知っているが実践していない」という回答が多くありました。 

高齢者が自主的に健康づくりや生きがいづくりに取り組めるよう，健康づく

りや介護予防の普及啓発，活動の場づくりを更に進め，心身ともに健やかな

高齢期を過ごせる環境づくりを推進していくことが重要です。 

 

 

（３）地域包括ケアを進めるための連携体制の強化 

介護ニーズ及び生活支援ニーズの増加及び多様化・複雑化に伴い，医療，介

護，福祉の各サービスが切れ目なく提供される体制の構築が求められていま

す。また，単身・高齢者のみ世帯の増加に伴い，ボランティアや地域コミュ

ニティなどが行う見守りや配食等のインフォーマルサービスによる生活支援

の重要性が増しています。 

本市では，地域包括支援センターを市内６１箇所に設置していますが，予防

給付ケアマネジメント業務に多くの時間が割かれ，「包括的・継続的ケアマネ

ジメント（支援を必要とする高齢者一人ひとりが地域で暮らし続けるため，

高齢者の状態に合わせた支援を包括的にかつ継続的に提供できるようマネジ

メントする業務）」に必ずしも十分に取り組めていない状況があります。 

地域包括ケアを進めるためには，これまで以上に地域コミュニティやボラン

ティア団体，学生ボランティアなど，インフォーマルな力とのネットワーク

化，介護・医療・保健・福祉の連携強化が重要であり，地域包括支援センタ

ーの機能強化とあわせ，行政内部の連携・バックアップ体制の強化を図る必

要があります。 

 

 

（４）住み慣れた地域で暮らし続けるための介護サービスの充実 

本市では，これまでから，介護保険サービスの基盤整備を進めてきましたが，

高齢者が可能な限り，地域で安心して暮らし続けられるよう，地域に根ざし

た小規模な施設・居住系サービスの基盤整備を更に進める必要があります。 

要介護認定者数や，認知症高齢者の増加が見込まれますが，実態調査では，

希望する介護の姿として，約６割の方が自宅での介護を希望しており，住み

慣れた地域で生活を継続できるよう，引き続き，地域密着型特別養護老人ホ

ームや認知症高齢者グループホームをはじめとする地域密着型の施設・居住

系サービスを充実させるとともに，小規模多機能型居宅介護等の居宅サービ

スの基盤整備を進めることが重要です。 

 

 

 
 


